スクールソーシャルワーク実践におけるアウトリーチに関する研究 : 学校不適応生徒に対する学習支援の実践事例を通して by 小野 芳秀
59スクールソーシャルワーク実践におけるアウトリーチに関する研究
スクールソーシャルワーク実践における 
アウトリーチに関する研究
─学校不適応生徒に対する学習支援の実践事例を通して─
小　　野　　芳　　秀
要旨 : スクールソーシャルワーカーによる直接援助及びアウトリーチ（訪問支援）の実施
について，統一的かつ明確な定義付けはなされていない。「教師」以外に問題を抱える児童・
生徒に関わる専門職として「訪問支援」が法に規定されているのは「保健師」「児童相談
所のワーカー」等であり，スクールソーシャルワーカーの「訪問支援」や「直接援助」の
明確な法的根拠はない。しかし，実際には，毎年度文部科学省で発行している『スクール
ソーシャルワーカー活動報告』においても，スクールソーシャルワーカー自身による学習
支援や訪問支援についての活動が報告されている。国の補助事業である「スクールソーシャ
ルワーカー活用事業」の実施主体である都道府県において，積極的に捉えるか消極的に捉
えるかで見解が分かれているのが実情である。本研究では，スクールソーシャルワークに
おける直接援助活動の実践事例から，積極的な直接援助及びアウトリーチの有効性につい
て考察し，実施に際して配慮すべき事項について検討した。
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1.　は　じ　め　に
現在，学校教育現場では “いじめ問題”をはじめ，不登校，非行・不良行為，暴力行為等，児童・
生徒の抱える問題は増々複雑化，多様化の様相を呈し，教育上の大きな課題となっている。さら
に，児童虐待などの家庭の問題やネット上のいじめの問題等，近年の子どもたちを取り巻く環境
の変化とともに，これまでの学校における生徒指導体制では十分に対応しにくいケースが増加し
てきている。このような状況に対応するため，スクールソーシャルワーク（以下，SSWと表記）
が教育現場に導入されてきた。SSWでは社会福祉の専門的な知識・技術を用いて，問題を抱え
ている児童・生徒を取り巻く環境（家庭・学校・地域等）に対し改善を働きかけ，教師を含む支
援関係者の協働・連携を図ることにより問題の解決を目指す，計画的な支援活動が展開される。
スクールソーシャルワーカー（以下，SSWrと表記）は，主に社会福祉士や精神保健福祉士また
は過去に教育や福祉の分野において活動経験があり，教育と福祉の両面に関して専門的な知識・
技術を有する者が任用される（文部科学省 2013）。SSW実践の歴史は，1900年初頭のアメリカ
において，経済的・社会的原因によって教育への権利を享受できないでいる児童・生徒への支援
に始まる（門田 1998 : 65-67）。わが国においては，1986年に始められた埼玉県所沢市における
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取組が SSW活動の嚆矢となる。平成 20年度からは国の調査研究事業である「スクールソーシャ
ルワーカー活用事業」が開始され，平成 21年度からは補助事業として各市町村教育委員会に
SSWrが配置されている。
文部科学省によれば，SSWrの主な職務内容として，① 問題を抱える児童・生徒が置かれた
環境への働き掛け，② 関係機関とのネットワークの構築・連携・調整，③ 学校内におけるチー
ム体制の構築・支援，④ 保護者，教職員に対する支援・相談・情報提供，⑤ 教職員への研修活
動　等，と定められている（文部科学省 2010，2013）。
しかし，「学校側の，SSWの役割への理解が曖昧」，「何でも SSW頼みになってしまい，その
結果，教職員の主体性を奪ってしまったり，一人ひとりの教職員へのアドバイザー役に限定され
たり，子どものお守り的な役割を任されたりする状況も発生しやすい」ことが課題として指摘さ
れている（文部科学省 2008 : 71）。また，現任者の SSWrから，支援計画を検討する際，ケース
によって周囲との関係性が希薄化している児童・生徒に対して「いかにして，その子の本音を引
き出し，その子にとっての最善の利益を見定めるか」という「支援の見立て」や支援計画の妥当
性・有効性への「不安」や「迷い」に悩むことが指摘されており，SSWの活動が本来教職員や
関係機関の専門職が担うべき支援の「代理行為」となっていたり，児童・生徒にとって有効な支
援がありながら，その担い手が見つからず，「誰かが担わなければならない」という使命感から，
SSWr自らが積極的に直接援助を担っている実情がある1）。
こうした SSWrの支援活動における “迷い”は，保健師による家庭訪問が「母子保健法」「結核
予防法」「老人保健法」「精神保健福祉法」等の各法規により，また，教師による家庭訪問が「生
徒指導提要」において明確に規定されているのに対し，SSWによる家庭訪問については平成 21
年に成立した「子ども・若者育成支援推進法」第 15条において「一　社会生活を円滑に営むこ
とができるようにするために，関係機関等の施設，子ども・若者の住居その他の適切な場所にお
いて，必要な相談，助言または指導を行うこと」とあるけれども，その対象は「社会生活を営む
上での困難を有するもの」2）であり，SSWにおける学校不適応児童・生徒に当てはめられるかど
うかが曖昧とされていることによる。
以上のことから，SSWrは「教師と学校組織が教育の力を十二分に発揮できるよう支援するこ
とが重要」であり「できる限り『黒子（くろこ）に徹する』姿勢を心がけることが大切」（文部
科学省 2008 : 4）とする，問題を抱える児童・生徒に直接的に関わる教師や保護者をエンパワメ
ント3）し，コンサルテーションすることで間接的に当該児童・生徒の支援を行うべきする考え方
と，ケースによっては，むしろ積極的に「節度ある押しつけがましさ」または「節度ある強引さ」
（田嶌 1998b : 417-428）により，SSWのベースとなるソーシャルワーカーとしての専門性を活か
して，虐待や非行など当事者に問題意識のない事例でも，ニーズとして支援が必要な事例には積
極的に関わって行くことが求められる（山野 2007 : 72）とする考え方との間で，多くの SSWr
が支援の視座における迷いや偏りに陥っていることが推察される。
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そこで本研究では，SSWrによる直接援助ならびにアウトリーチ4）の必要性について，「学校と
保護者，あるいは保護者と当該児童・生徒の関係性が希薄化しコミュニケーションが上手く図ら
れていない状況においては，SSWr自身が積極的に仲介者としての役割を担い，またはソーシャ
ルワークの専門性を活かし，直接的支援者として関わるべき」とする立場から，SSWrによる直
接的援助の有用性とアウトリーチの必要性及び実施に際しての判断基準について検討した。
検討にあたっては，質的調査法として事例研究（case study）を用い，筆者の SSWの実践活動
の中から，アウトリーチならびに直接援助に関連する事例を抽出し分析の対象とした。
本研究で扱う SSWの実践事例は，県教育委員会が国の補助事業として実施する「スクールソー
シャルワーカー活用事業」において筆者自身が担当したものである。不良行為少年5）として学校
不適応ならびに怠学の問題を抱えていた中学校男子生徒 7名の生活行動の改善について，SSWr
として配属6）された市町村教育委員会に対しての生徒がそれぞれ所属する中学校からの支援要請
に基づき担当した事例である。
本研究では，本人のプライバシー保護の観点から対象者を特定できないよう匿名化して使用し
た。また，事例内容についても研究趣旨の範囲内で一部加工を行い，個人情報の取り扱いには細
心の注意を払った。
2.　事　例　研　究
1）　支援の開始と経緯
支援対象は，非行・不良行為により学校不適応ならびに怠学の状態にあった複数校の生徒によ
るグループで，中学 3年生 5名，2年生 1名，1年生 1名による計 7名で構成された。これに時折，
単発で数人の生徒が入れ替わり参加した。生徒と学校との関係性については，担任等の教師とコ
ミュニケーションが図れる状態にある生徒，あるいは生徒の方からの教師への反発によりコミュ
ニケーションが十分に図られていない生徒と様々であった。グループはリーダー的役割の生徒と
その友人および後輩で構成されていた。支援の当初は，学校側からは他校との交流を避け，学校
単位で学習支援を展開することが要望として挙げられたが，グループの集団凝集性や仲間意識は
高く，集団力動（group dynamics）による効果が期待されたため，「所属学校ごとに分断しない
で学習支援を実施して欲しい」という生徒側の希望にも沿う形で，各学校の了解のもと複数校の
生徒による編成で支援が実施されることとなった。本事例の主訴としては，生徒が所属する学校
からは，非行・不良行為の改善であり，保護者および生徒からは高等学校進学のための学習支援
であった。対象の生徒達の学校での生活状況は，給食前の昼近くに登校し，授業に参加せず保健
室で過ごす「保健室登校」が常態化していた。
62 東北福祉大学研究紀要　第 38巻
2）　支援の方針およびその内容
支援対象である生徒の学校での不適応（遅刻早退・喫煙や校則違反等の逸脱行為）あるいは乱
暴な言動や授業参加への否定的な態度は，授業について行けない状態に対し，自尊心が傷付くこ
とへの防衛的行動であるという「見立て」に基づき，学習支援により学習の遅れを取り戻すこと
で自己肯定感の回復と教室への復帰が図られることを目標とした。また本人の意向に基づく高等
学校への進学という具体的目標を設定することにより，対教師への反抗的な態度や生活行動の改
善が企図された。また支援にあたっては対人援助におけるエンパワメントを重視し，支援対象グ
ループの凝集性を活かし，協同学習による学習効果ならびに社会的スキルの獲得が図られた
（Johnsonら 1984 ; 15-56）。梅山・撫尾（2012）は，協同学習が児童の自己肯定感・社会的スキル・
相互作用を高めるのに効果があるとしており，本ケースの学習支援はソーシャルワークにおける
グループワーク（集団援助技術）として実施された。
学習支援は原則毎週火曜日，放課後の 16 : 00～18 : 00の 2時間を基本とし，200X年 7月から
翌年 3月の 9カ月間に渡り計 27回（そのうち 1回は被災地ボランティア活動）実施された。
学習支援は，教育委員会との連携・協力により，町の公民館と生涯学習センターの会議室にお
いて実施され，毎回の活動終了後は，SSWrから各生徒の所属校に参加状況について報告し，学
校からは生徒の学校での様子など，適宜，情報交換が行われた。
中学校ならびに地元の教育委員会からで各校に配置している自立支援相談員（教育委員会で独
自に担当配置している生徒の健全な育成を目的とした学校支援員）との協議における支援の「見
立て」としては，学習支援の継続には保護者の協力が不可欠であり，各校の担任・養護教諭なら
びに地元の教育委員会から各校に配置されている自立支援相談員と保護者との関係性を活用しな
がら，保護者の同意を得た後で SSWrが直接電話により個々の生徒へ参加を呼びかけが行われた。
学習支援は，特別支援教育コーディネーターを中心に授業時間が空いている教員が交代で分担
する学校登校時の別教室でのプリント学習または養護教諭による保健室での学習，これと放課後
の公共施設を会場とした「放課後学習支援」とを連動させて実施した。
「放課後学習支援」の支援者として地域のボランティアの活用を計画していたが，地元の大学
に要請し学生ボランティア 5名の派遣協力を得た。なおボランティアは全員が女子であり，対象
生徒の 7名が全員男子であったことから，適切な運営上の配慮から監督兼学習支援者として
SSWr自身が支援に関わることとなった。本支援における SSWrの役割を担える人材が見つかっ
た時点で引き継ぐことも考えられたが，適当な人材が見つけられなかったこと，むしろ積極的に
SSWrによる対人援助の専門性を学習支援に活かす理由から，支援の終結まで SSWrがすべての
学習支援に関わった。
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3）　支援経過
①　支援開始期（7～ 9月）
学習支援の参加を呼び掛けるにあたっては，学校側のアドバイスに従い，対象グループの中で
子どもへの教育意欲が比較的高く，学校にも協力的な保護者に対し学校を通じて SSWrから連絡
を取ることから始めた。グループの特性として集団凝集性が高かったことから，リーダー的存在
の生徒の保護者ならびに生徒本人に電話により参加を呼び掛けた。
当初，学習支援は，学校側の意向もあり，対象生徒が所属する学校ごとに個々の生徒の学習能
力や学習の進度に応じて実施するよう，少数編成で実施する予定になっていたが，生徒からの「皆
で一緒に参加したい」との意向を尊重し，グループ全員を対象とし，対象者を限定しない「来る
者拒まず」の方針で実施することとした。このことから，「他校生徒の学校施設の利用を認めない」
という学校側の方針に基づき，中間施設として公民館ならびに生涯学習センターの会議室におけ
る実施となった。また，他の一般生徒ならびに保護者への公平性の配慮から，学習支援はあくま
でも SSWrの放課後における学校外での生活態度の改善を目的とした支援活動として位置づけら
れた。
学習支援の内容は，5教科ごとの中学校 1・2年の復習に対応した市販の参考書を用い，先ず
指導者が板書にて例題を実際に解いて見せ，次に問題を出題してそれぞれに解答させ，1問ごと
に答え合わせを行う反復方式を採用した。対象生徒の学習能力にはバラつきがあり，好みの科目
もそれぞれであった。その日の科目は生徒自身の相談により選択させ「やればできる」という成
功体験の積み重ねにより，学習に対する自信の回復を重視した。終了時には次回の予定について
確認した。
支援開始当初は順調な参加を見せ，対象生徒が後輩や友人を連れてくることもあったが，8月
の夏休みに入ると学習支援の当日直前になってキャンセルしたり，連絡がつかず後になって「家
の都合」や「釣りに行っていた」ということがあった。
生徒の攻撃性を抑制するためには，親，教師，地域の人々，友人等の自分にとって重要な人物
からの肯定的感情の認知を高めることが有効であり（久保 2009 : 77-88），本支援においても社
会貢献活動の導入を試みた。活動内容の希望を生徒に聞いたところ，東日本大震災の被災地にお
けるボランティア活動を希望したため，地元と被災地の社会福祉協議会の協力を得て，グループ
のうち 3名を対象に，SSWrの引率により被災者の写真洗浄ボランティアに参加した。被災地では，
参加生徒の真摯に活動に取り組む様子が見られた。
移動中の車中で，ある生徒から，「先生は Aには注意するけれども，Bに対しては何も言わない」
と教室における対応の違いを敏感に感じ取っていることを窺わせる発言があった。また，生徒達
は卒業した先輩達に憧れの感情を抱いており，生徒達に作用する環境因子として，グループ内の
横のつながりだけでなく，高校生や社会人である先輩との縦の関係も強く影響していることが推
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察された。生徒達の保護者との連絡は必要最小限に留め，毎回の活動の報告はすべて生徒の所属
する学校および教育委員会にのみ行なった。各中学校に配置されている自立支援相談員との連絡
は密に行ない，月一回の自立支援相談員の定例連絡会にも参加しながら，知り得る範囲で生徒の
生活環境や学校において変化があれば，すぐに SSWrに情報が入る体制が組まれていた。
②　展開期（10～ 12月）
地元のボランティア学生の協力もあり，学習支援活動が安定して実施されるようになった。生
徒達の所属する学校の養護教諭や自立支援相談員からは，プリント学習に取り組んでいる様子や，
自身で参考書を購入する等，学習意欲の向上や授業に積極的に参加する等の改善の様子が報告さ
れ，養護教諭からは「この子達が集中して学習に取り組んでいること自体がすごい」との感想も
寄せられた。支援開始当初に見られた，無断で欠席する行動は少なくなり，学習支援の場におい
ても学習に対する意欲の向上や積極的に取り組む様子が観察された。
一方で，グループのリーダー的生徒が暴力事件を起こすなど，外的刺激に対し直情的に反応し，
その結果グループ全体にマイナスの影響を及ぼし，構成メンバーが心理的に不安定な様子になる
等，学習支援の継続が危うくなる場面も見られた。この頃には，それぞれの志望校に合格するた
め，入試の得点の獲得に向けた具体的な学習が展開されたが，受験勉強はあくまでも学習支援の
2時間のみで，自宅での自主学習までには結び付かなかった。「本気で合格してもらいたい」と
いう思いと，一方で，支援者自身の学習指導や教授法に関する専門的な技術の低さ，生徒の受験
に対する認識の「甘さ」が支援者自身に「焦り」を生じさせ，「今の勉強量では足りない」「自宅
での自主的な学習が必要」という支援者の言動により，生徒達との関係が一時パターナリズ 
ム7）に陥る場面も見られた。
③　終結期（2～ 3月）
生徒達はそれぞれ志望校の受験に臨んだが，希望通りにはいかない結果となった。合格発表の
後，SSWrの携帯電話のメールに，生徒達から「せっかく指導してもらったのに結果を出せなく
て済みませんでした」と感謝と詫びの内容のメールが寄せられた。3年生の生徒達は卒業後就職
し，1名は現在求職の状態にある。
3.　考　　　　　察
以下，筆者の学習支援によって得られた実践的知見から，支援場面における SSWr の直接援助
の有効性を “役割”の視点から考察し，併せて SSWrのアウトリーチの有効性について検討する。
1）　権利擁護と「学校-生徒-保護者」間の関係性の修復のための仲介者としての役割
問題を抱える生徒に対し，学校側にしてみれば，これまで何度となく改善のための指導を試み
たが，生徒から拒否され，指導を受入れない状態が続けば，教師の指導意欲も相応に低下するこ
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とが予想される。「やる気のない生徒」として学校からラべリングされることで，「教育的指導対
象」から「逸脱行為を抑制する対象」として扱われる。ラべリングによる誤解の実例として，あ
る生徒が教室の入口のドアがレールから外れていたため，手で直そうとしたところ上手くはまら
ず，足で蹴ってはめようとしていたのを，教員が見つけて注意するということがあった。大きな
音をたてて激しくドアを蹴る生徒の様子を見れば，先ず注意するのが通常の対応である。教師と
の関係性が構築されていれば，誤解を晴らすために生徒は状況を説明しようとするが，関係性が
希薄になっていれば，反発しそのまま誤解された状態のままとなる。このように非行不良行為の
問題を抱える生徒においては，本人ならびに保護者への直接的な面接を通して，本人と学校側の
誤解が修正されないまま関係性が悪化している状況が明らかとなる場合がある。誤った情報によ
り，当該児童・生徒の評価が間違った状態でケース会議等において支援計画が協議されることが
危惧される。支援対象に関する情報や評価の妥当性を担保するため，適当なアセスメントの担い
手が見つからない場合は SSWr自身がその担い手となる必要がある。場合によっては，SSWr単
独での学校施設や家庭訪問による面接の実施を検討する必要があろう。SSWrによる支援は，ソー
シャルワークにおける対人援助のプロセスに沿って，① アウトリーチ（家庭訪問あるいは学校
での面接）→② インテーク（受理）→③ アセスメント（事前評価）→④ プランニング（支援
計画の策定）→⑤ インターベンション（介入）→⑥ エバリュエーション（事後評価）→
⑦ ターミネーション（終結）の流れで展開される。SSWの実際の支援においては，学校からの
支援要請に対し，上記流れの ② から支援が展開される。その後，アセスメントにより教師や保
護者や地域の関係者等の情報から，問題の経緯や原因を探る「状態の見立て」が行なわれる。こ
の時，当該生徒を取り巻く環境にある保護者や教師の見立てが誤解されたものであると，正しく
ニーズを把握することが困難となる。「状態の見立て」において重要なことは，当該児童を取り
巻く環境にある大人が，ニーズを的確に捉えているかどうかの「見極め」である。当該生徒の支
援者として的確なアセスメントを実施し得ない場合においては，中立的な立場からの SSWrによ
るアセスメントが必要となる。この時，留意しなければならないことは，「生徒自身あるいは保
護者が問題を抱えていることを自覚しているのか」あるいは「学校のみが問題と認識しているの
か」である。SSWrは「児童・生徒の最善の利益」を優先しなければならない。そのためには中
立的・俯瞰的な立場からの視点（perspective）が必要であり，それは児童・生徒を「家庭」「学校」
「地域」の環境に生活する一個の人間として捉えることでもある。こうした視点により「問題を
広く捉え，関係性と相対的な重要さが理解できる」ことになる。例えば不登校の問題について，
それが前向きな自己選択に基づくものであるのか，不本意な反応として教育権が剥奪された状況
であるのかを見極める視点が必要である。また，福祉領域においては「自己選択・自己決定」が
援助の基本とされているけれども，問題を抱えている児童・生徒が，狭められた視野や限られた
選択肢の中で，「将来的展開を十分に理解した上で自身にとって最適な進路を選択し得る」とす
ることには疑問を呈せざるを得ない。ここが学校ソーシャルワークと一般的な福祉ソーシャル
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ワークの異なる点である。教育権の擁護と併せて，児童・生徒に対する，より好ましい状態への
指導・誘導かつ教育的な関わりが必要になる。
また対教師暴力を行った児童・生徒においては，被害者である教師と当該児童・生徒との関係
性が希薄化している場合があり，このような場合，中立的に双方の間を取り持ち，児童・生徒の
謝罪から始まる一連の関係性を回復させる関わりの調整役が必要になる。このような適切な担い
手がいない場合，直接援助者として中立的な立場の SSWrの関わりが有効となる。ただし，この
場合有効となるのは，当該児童・生徒と SSWrとの関係性がすでに構築されている場合において
であり，これを行い得る支援者が他にいる場合においては，その人物が担う方が本来調整役とし
ての SSWrの役割からは望ましい。当該児童・生徒にとって親身な存在として支援する人物が学
校内に 1人もいないという状況にならないよう予防的な観点からも問題を抱えると予測される児
童・生徒に対し，予め支援し得る人材を確保・配置しておく必要がある。いずれにせよ，いかな
る理由においても他人に暴力を振るった行為については謝罪した生徒に対しては，むしろ積極的
にスクール・インクルージョン8）を目指す学校側の姿勢が必要となる。
2）　問題を抱える児童・生徒の自己肯定感を向上させる存在としての役割
児童・生徒に対して，「できないこと」よりも「できること」に着目し，「できたこと」を評価
する（褒める）ことで，その強みをさらに強化していくことを目指す関わりがエンパワメン 
トである。児童・生徒は「無限の可能性を有した存在であり，成長し変わることができる」とい
う絶対的な信念，そのことを前提とした関わりが児童・生徒を改善させることについて支援関係
者間での共通理解を促す。
不登校児童・生徒や不良行為を行う生徒は自身に対する肯定的感情が低いことが指摘されてい
る。本事例においても，周囲からのレッテルに対する反発と同時に自導感情や自己肯定感が低い
特徴が生徒から見受けられ，養護教諭や教師との関係性を有しながらも，全体的印象として学校
に対する疎外感情を有していることが言動から窺えた。このような状態を踏まえ，学習支援にお
いては，「能力がないから勉強が分からないのではなく，授業に参加しなかったり，習っていな
いから分からないのは当然」というメッセージを送ることが重視された。学習支援は，板書を用
い支援者が参考書から出題し，学習者が同じ問題に対しそれぞれが解答し，ステップアップ方式
により，簡単な問題から徐々に応用問題に移行する方法がとられた。また集団力動（group dy-
namics）を活用し，ゲーム性を取り入れ，メンバー間での競争が促された。問題が解けない生徒
に対しては，必ず名誉挽回の機会を設け，挫折感を抱かせないよう配慮し，成功体験の積み重ね
から，自己肯定感の向上が図られた。
SSWにおけるストレングス視点とは，生徒それぞれの固有の存在としての価値を自覚させる
ことである。授業に参加できない生徒は，「授業内容が分からない」という状態に対して「反抗」
により自尊心を維持しようとしている。本事例における生徒達の学習意欲の向上から，いずれ教
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室の授業に戻ることを目標に，学校側の教師ではない第 3者的立場の支援者が，ストレングス視
点とエンパワメント・アプローチの視点から支援することの有効性が確認された。
一方，「SSWrは，児童・生徒，教師を含む学校，保護者，関係機関の専門職がそれぞれの立
場から取り組んでいる当該児童・生徒の問題解決を単に代行する者であってはならない」とする
考え方がある。児童・生徒を取り巻く支援関係者が，それぞれの持ち味を活かして児童・生徒に
適切かつ効果的に関われるよう，それらの可能性を引き出していく視点も重要である。
このようにエンパワメント・アプローチには，対象生徒や保護者へのエンパワメントと支援者
である教師や支援関係者へのエンパワメントの二面性がある。SSWrが何れの方法をとるかは，
対象となる児童・生徒の置かれた状況から判断されるべきであろう。重要なのはこうした判断の
必要性が，ケース会議等において支援関係者間で共有されることである。
学校や社会から疎外されているという感情を持つ生徒児童が，例えばボランティア活動等の社
会貢献活動により他人から感謝される経験を通して自信や社会性を回復することがあり，地域資
源としての社会福祉協議会やボランティア団体・NPOとの連携は有効である。
ただし，ボランティア活動の活用に際しては，強制的な活動にならないよう，対象者の主体性
を尊重して実施しなければならない。
本事例では，学習支援の初期において東日本大震災による被災地域のボランティア活動が導入
された。活動内容は危険性回避のため被災者の写真洗浄であった。喫煙・飲酒が習慣化している
と思われる生徒が，活動中は SSWrに迷惑をかけるという理由から喫煙を控える行動が見られた。
また活動に際しては地元と活動先の社会福祉協議会の協力を得て，「ボランティア活動保険」に
加入した。他人から感謝される体験は自己肯定感の回復に有効であった。
ナラティブ・アプローチとは，問題を抱える児童・生徒にとっての支配的なドミナントストー
リー（dominant story）9）に耳を傾け，本人と問題を切り離して代替的な新たなオルタナティブス
トーリ （ーalternative story）10）に作り変えることである。本事例におけるドミナントストーリーは，
「反抗的行動によって周囲から自身へ向けられた否定的感情」であった。問題を抱える児童・生
徒は，こうした負の感情を敏感に感じ取っていた。支援対象のある生徒の「先生は Aや Bには
いろいろ注意するけど，自分には何も言わない」という発言からも，学校生活において疎外感を
感じており，本事例におけるグループの仲間意識の強さの根底には，こうした「寂しさ」がある
ことが推察された。悲観的な感情体験を支援者との関わりを通してオルタナティブストーリーに
変えて行く作業が必要である。
本事例の反省としては，こうした生徒との「対話」や「語り」が不十分であったこと，目標で
あった高等学校進学を実現するための有効な学習支援を実施し得なかったことから，挫折感を体
験させ新たなドミナントストーリーを与えたのではないかという点があげられる。受験後に不合
格が分かった生徒達からそれぞれメールで，SSWrの支援に対し応えられなかったことを詫びる
内容が寄せられた。これは物理的な時間不足と学習支援に関して専門家の協力を要請し得なかっ
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たことが原因であり，専門職との連携による支援の必要性を実証する結果となった。
また，「児童・生徒は皆，適切な条件さえ整えば成長していく存在であり，無条件の「信頼」
こそが，相手の可能性を実現していく」という信念が必要である。SSWにおいては前項でも述
べたように，問題を抱える児童・生徒に対しては教育的なかかわりが必要になる。SSWは「学
校教育法」に定める「心身の調和的発達」，「国家及び社会の有為な形成者として必要な資質を養
うこと」（「学校教育法」第 18・36・42条）を保障し，「学習権」や「人権」が剥奪された状態を
改善しようとする活動である。社会福祉的援助のように利用者本位の視点から，本人が望むまで
あるいは自主的に行動を起こすまで「待つ姿勢」で本人の意向のみ尊重していては，治療を優先
すべき精神疾患等による病気を原因とするケースを除いて，例えば不登校においては義務教育の
期間が過ぎてしまい，結果として教育権が剥奪・放棄されたことになり，その後の人生に大きく
影響することになる。また，生徒自身がそのことによる損失を自覚するのは後になってからであ
ることからも，教育的・涵養的促しが求められる。SSWの目的は，学校ソーシャルワークの性
質上，教育権と人権の擁護にある。不登校の問題を抱える児童・生徒に対しては，侵襲性に配慮
しながらも適切な「登校刺激」を与える必要がある。問題を抱える児童・生徒の状況が膠着して
いる時には，経過観察に留まることなく SSWr自らが打開に向け積極的に介入し，望ましい方向
に促す関わりが必要である。
3）　児童・生徒の環境に改善を働きかける存在としての役割
SSWrは，児童・生徒あるいは保護者が抱える問題を個人の病理としてではなく，児童・生徒
を取り巻く環境との不適応状態として捉えようとするエコロジカルな視点に立って支援する。
児童・生徒を取り巻く環境とは，学校，家庭，地域社会等の様々な生活場面における環境を指
す。そこに関わる保護者や家族，教師，関係機関の支援者，友人，地域住民といった “人”もま
た環境を構成する要素であり人的社会資源として活用することが可能である。SSWrも人的社会
資源の一つとして，他の支援者と対等な立場から，それぞれの持ち味や専門性を活かして役割を
遂行できるよう，間接的に支援の連携体制の構築に関わることを主とし，時には直接的介入によ
り支援を展開していかなければならない。
児童・生徒を取り巻く環境における人的社会資源がチームとして児童・生徒への支援を展開す
るため，ケース会議等においてアセスメント（事前評価）に基づいた「支援計画」が立案される。
支援の方向性としては，環境との不適合状態に対処できるよう個人の力量を高めることと，個人
のニーズに照らして環境そのものを調整するという，個人と環境の双方への相乗的な働きかけに
よる問題解決が目指されることになる。
例えば，学校環境においては，教師やスクールカウンセラー，あるいは学内に配置されている
支援専門員等が児童・生徒やクラス生徒，保護者に対する直接援助を担い，家庭や地域社会環境
においては児童・生徒や保護者に対し関係機関や専門職が問題の改善に向け働きかける。SSWr
69スクールソーシャルワーク実践におけるアウトリーチに関する研究
は俯瞰的な視点に立ち，それぞれの環境における支援が有機的に連携し，相乗的かつ効率的に効
果を発揮するよう，連携体制の構築や連絡調整等のコーディネート，SSWrの専門性からの各支
援者への助言等のコンサルテーションを担うことになる。
非行問題や不登校において問題が長期化しているようなケースでは，当該児童・生徒や保護者
の「状況を改善したい」という前向きな意思と行動をいかに引き出すかが問題改善の鍵となる。
そのため，時には SSWrが専門性と中立的な対場を活かして本人や保護者に対して直接的に働き
かけることで，望ましい状況に向けて歯車を回す最初のきっかけを担うこともある。この場合の
直接援助は，あくまでも一時的な加勢あるいは助成であり，周囲に然るべき支援の担い手がいる
ような場合は，徐々に引き継ぎながら交代し，または最初から計画の一部として期限を切って介
入することが，一人の SSWrがより多くのケースに関わり改善に向けて対応するという観点から
は望ましいと言えよう。
本事例の学習支援への生徒の参加については，当初は「最初の 1，2回の参加があっても後は
誰も来なくなる」ことが支援関係者の大方の予想であった。実際に生徒を取り巻く環境からの様々
な外部刺激（人間関係の軋轢や突発的なトラブル）により，生徒の言動はめまぐるしく変化し，
学習支援への不参加につながった。SSWにおける直接援助の特徴としては，外部環境からの刺
激により，めまぐるしく “揺れる”児童・生徒に対し，いかに適切に即応するかがあげられる。
そのためのツールとしては，生徒が個人用の携帯電話を所持している場合は，携帯電話への連絡
やメール機能の活用が有効である。時間と場所をあらかじめ指定する面接を中心とした支援だけ
では，日々の変化に対応することは困難である。今後 IT環境11）におけるアウトリーチは，直接
援助技術の有効な手段として積極的な活用が期待されるが，これにより空間的・対面的な関わり
が不要になるということではない。本事例においても何度も連絡不通による学習支援の中断の危
機があったが，教師や自立支援相談員の対面的な促しにより回避することができた。
また，支援対象の生徒から「親に SSWrに聞けと言われた」として「定時制の高等学校に入学
しても継続することが可能かどうか」との質問があり，学習支援や生徒の進学に対して保護者が
関心を寄せていることが窺えた。支援の継続には保護者の理解や協力が不可欠であり，本事例に
おいても大きく影響したことが推察された。一般に保護者が，問題として認識し，改善を望まな
いうちは，支援が機能しないと言われている。本事例における保護者との連携については，既に
保護者との関係性が構築されている自立支援相談員や学校側の理解・協力が大きく作用した。
4）　危機介入者としての役割
支援対象者にとって危機的な事態に対し，すぐその場に駆けつけ心理的苦痛を和らげる心理的
な作業が必要な場面では，「迅速性」「積極性」が求められる。SSWにおいて危機的介入を行う
かどうかは，現任者間で意見が分かれる。筆者の扱った別の事例では，深夜の 2時に車の無免許
運転で警察に補導された生徒から携帯電話に連絡があった。着信に気付かなかったため，後日の
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対応となったが，連絡先を開示して支援する場合はこうしたケースも起こり得る。これらは支援
者と被支援者とのバウンダリー（境界）の問題であり，緊急時の対応については，予め学校や支
援関係者ならびに非対象者との間で取り決めておく必要がある。
5）　ファシリテーターとしての役割
問題を抱える児童・生徒が「問題」として自覚・認識しているものを取り組むべき「問題」と
して扱い，大きな問題は小さく分割してステップアップ方式で段階的に問題解決を図ろうとする
方法も有効である。SSWにおいて「主訴は誰によるものか」という問題がある。不登校や非行・
不良行為において当の本人には問題が意識されず，学校だけが「困っている」場合がある。しか
しながら，SSWが対象とする問題を抱える児童・生徒は，自我の発達途中にあり，自己選択に
よる将来への自己責任を課すには「未熟」と言わざるを得ない。本人の可能性を最大限尊重し自
己努力による「伸びしろ」を想定した様々な選択肢を提示することが肝要である。「問題」の自
覚には，保護者の意向や認識も大きく影響するため保護者への支援的関わりや福祉教育も必要で
ある。特に発達障害を抱える児童・生徒の保護者に対しては「個別教育プログラム」への理解を
促すことも必要である。本事例においては，国語能力等小学校レベルから学習し直す必要がある
と思われる生徒も含まれていた。「問題」の自覚への促しとそれに対応した支援プログラムが計
画的に提供される必要がある。生徒の所属する学校の校務分掌において特別教育支援コーディ
ネーターの配置が明記されている。本事例における学業遅滞生徒の学習支援においても，双方の
学習支援の内容を包括・連携させて実施すべきであった。
SSWの中心的な支援業務の柱の一つに，ケース会議における支援計画の策定へのコンサルテー
ションがある。「いつまでに・誰が・何を支援するのか」を明確にし，支援者と被支援者が一緒
に解決したい問題を選択し，具体的課題を設定して計画的に問題解決に取り組む手法である問題
中心理論の視点からは，上項 1）に述べたソーシャルワークにおける対人援助のプロセスに沿っ
て支援が展開される。筆者がこれまで扱った不登校の問題を抱える児童・生徒においては，母子
家庭で母親が精神疾患を抱えているケースが比較的多く見られた。既に医療機関に受診している
場合は，保健師等のサポートが確保されているが，本人に自覚がなく面談等の実施により精神疾
患の疑いがある場合は，精神保健福祉の専門性による助言や支援を根気よく続け「問題」を認識
してもらうための促しが必要である。
支援者が被支援者に対し望ましい行動が起こるような刺激を与える援助手法として行動理論が
ある。本事例における学習支援は行動理論・アプローチによる「褒める」ことによる強化を活用
して実施された。学習支援では所属校の養護教諭や自立支援相談員の参観があり，菓子等の「差
し入れ」が行われた際には，全員で礼を言うよう促し，社会性やコミュニケーションの能力の向
上が図られた。望ましい行動に対しても「褒める」ことで強化が行われ，支援の後半には生徒か
ら自然に発せられるようになった。学校関係者に学習支援の場に顔を出してもらうことが，「学
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校からも認められ応援されている」という学習支援の参加への強化となっていたことが推察され
た。「褒める」ことによる「強化」については，日本海軍軍人の山本五十六の「やってみせ，言っ
て聞かせて，させてみせ，ほめてやらねば，人は動かじ」という教育方針のとおり，学習遅滞生
徒の支援においては，まさに手とり足とりで教える個別指導が有効である。
認知行動療法では，認知の歪み（癖）を改善していくことで感情や行動を変化させ，問題解決
を図ろうとする援助手法が用いられる。本事例の生徒には，非行・不良行為の問題を抱える生徒
に共通する特性としての「キレやすい」という易怒性と「相手を受入れる」寛容さの両面性が観
察された。認知の歪みは，事象に対するネガティブな感情ばかりだけでなく，反発的な感情も含
まれる。「現実的かつ多面的な考え方」を獲得することを目指す。本事例で観察された行動の変
化としては，支援者や周囲からの期待に対してこれに応えようとする動きが見られたことである。
人は善人として期待されればこれに応えようと努力し，悪人と見られれば同じくそれに応えよう
とする。隣市町村の学校生徒と喧嘩をした生徒に対し，一方的に非難するのではなく「どうせ C
君を庇おうとしたんだろ，ただ相手への暴力は良くない」という肯定的解釈による指導が行われ
た。この場合，暴力は暴力としてこれを否として注意したうえで，その行動の動機となった心情
を汲み，肯定的にフィードバックすることが必要である。行動に対する正のリフレーミング
（reframing）により，直情的な感情を矯正していく関わりは有効であった。
6）　直接援助とアウトリーチの有効性についての検討
若者向けキャリア・コンサルティング研究会作業部会の報告（2008）によれば，自立支援を目
的とした若者に対するアウトリーチを，① 若者自立支援機関に誘導するための家庭へのアプロー
チ「機関誘導型」，② 直接的自立支援を行うための家庭へのアプローチ「関与継続型」，③ 支援
対象者を発掘し，接触するための関係機関へのアプローチ「機関連携型」，④ 支援対象者を発掘
し，接触するための若者の集まる居場所へのアプローチ「直接接触型」の 4つに分類している。
本事例は，公民館という学校と家庭の中間施設を援助の場に設定しているけれども，上記 ② の「関
与継続型」として位置づけられよう。SSWの支援では，支援チームの一員として，ケース会議
におけるコンサルテーションや問題を抱える児童・生徒に直接的に関わる支援者（教師や保護者
等）をエンパワメントし間接的に支えることを主な業務としながらも，状況によっては問題解決
に有効と判断された場合，積極的にソーシャルワーカーとしての専門性を活かしアウトリーチに
よる直接的介入が必要である。
アウトリーチとは，これまで述べてきたように学校や支援機関による家庭への直接援助やアセ
スメントをいう。通常，保護者や児童・生徒への面談は，学校において行なわれるが，学校での
面談の実施が困難な場合においては，教職員もしくは支援機関による家庭訪問による面談が実施
される。この時，学校や保護者からの要請，またはケース会議における支援計画に基づく支援の
一役割として，SSWrによる家庭への直接介入が行われる場合がある。通常は教員等の同行によ
72 東北福祉大学研究紀要　第 38巻
り実施されるが，状況や必要に応じて SSWr が単独で直接介入する場合もある。SSWrが単独で
直接介入する際は，予め配属先あるいは派遣先の学校長もしくは教育長の了解を得ていなければ
ならない。なお，SSWr が単独で直接介入する際の判断は，閉鎖的・孤立的支援に陥らないようケー
ス会議や支援関係者とのケア会議において予めその必要性が認められる場合に限るのが望まし
い。SSWrの直接介入は，それ自体を支援として捉えるのではなく，あくまでもその後に続く本
来担うべき人材による支援への引き継ぎを前提とした一時的手段として位置付けるべきであろ
う。現在，SSWrが単独で家庭に直接介入することについては，児童相談所のワーカーのような
法的根拠はなく，全国の SSW活動報告からも直接介入を認める自治体と認めない自治体とに分
かれており，見解の統一は図られていない。各自治体の教育委員会が，法的根拠がないことを積
極的に捉えるか，あるいは消極的に捉えるかの違いによって対応が分かれているのが実情である。
いずれにしても，問題を抱える児童・生徒にとっての有効性の観点から，前者をとる場合は，
SSWrを守るための業務規定や保険等によるバックアップ体制が整備されなければならないだろ
う。SSWrが支援チームにおける黒子として問題を抱える児童・生徒に対し間接的に保護者や教
師に対しエンパワメントすることも，必要に応じ児童・生徒や保護者に対し直接的に支援するこ
とも，ソーシャルワークの多様な支援方法の一つに過ぎない。既存のマンパワーや公的機関のサー
ビスをでき得る限り活用しながらも，問題が長期にわたり常態化・膠着化しているような状況に
おいては，SSWrそれぞれの基礎となる専門性に応じた「一歩踏み込んだ支援」が有効かつ安全
に実施されることが求められる。なお，アウトリーチの実施については業務として SSWrに強制
するものではなく，所定の手続きを経た上で上記の必要に応じて SSWrの判断で実施されるべき
であろう。
前述の文部科学省の『スクールソーシャルワーカー活用事業』ならびに『生徒指導提要』によ
れば，SSWの支援対象は，「保護者，教職員」と明記されている。また，「問題を抱える児童・
生徒が置かれた環境への働き掛け」という表記から，SSWrは「問題を抱えた児童・生徒が置か
れた環境である，家庭における保護者や学校における教師を支援することで，間接的に当該児童・
生徒を支援する」という解釈が可能である。これにより SSWrは「問題を抱える児童・生徒」に
対して「SSWr自身の直接援助による本来支援を担うべき支援者の代理行為は避けるべき」とい
う理由から「SSWrは直接援助者となってはならない」という誤った認識が生じていることが推
察される。
1906年から 1907年にかけてアメリカで始まった学校ソーシャルワークサービスでは，訪問教
師（visiting teacher）として問題を抱える生徒の家庭に派遣される形態を取られていた。アウトリー
チにより，学校外の生活が児童・生徒にどのような影響を及ぼしているのかを学校に気付いても
らい，児童・生徒のニーズに適合するように学校に変革を働きかけるアドヴォケイト（代弁）機
能が訪問教師（後の SSWr）に課せられた課題であった（門田光司 1998 : 65-67）。これまでの筆
者の活動実践においても「学校でのことは我々教師がやるので，対保護者や児童・生徒の家庭や
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地域環境における問題について SSWrに担って欲しい」という教師からの要望が多く聞かれた。
SSWrに対する教育現場である学校の教師からの期待は，専門的見地からのコンサルテーション
に加え，家庭環境への積極的な直接・間接援助による分業体制を担うことであり，SSWrの支援
の独自性と意義を示すものと言えよう。
これまで筆者の実践的知見や全国の SSWの活動事例集等における報告内容を基に，SSWrに
よる直接援助のデメリットとメリットとして，それぞれ 4点を挙げる（表 1 :「SSWrによる直接
援助のデメリットとメリット」参照）。
支援関係者によるケース会議におけるコンサルテーションも SSWの主要な業務ではあるけれ
ども，上表 1のメリット ② にあるように，問題を抱える児童・生徒に関する各支援者からの情
報が必ずしも正しいとは限らない場合があり，そのため誤った情報や状況の解釈に基づいて支援
計画が立てられる場合や膠着した状況から結果的に「支援の棚上げの対象とされる危険性」があ
る。アウトリーチによるアセスメントはそうしたリスク回避の有効な一手段となり得るだろう。
上記に挙げたデメリットを解決し，メリットを最大限活かした有効なアウトリーチが実践され
るために取り組むべき課題を以下に述べる。
①　支援の優先性を判断するための優先順位の確立
一人の SSWrがマンパワーとして担当できるケースには限りがある。複数の学校あるいは，同
一校から同時に複数のケースの支援を求められた場合，支援の緊急性や優先順位の判断をいかに
行うかについては，SSWr自身のトリアージ12）としての判断基準，あるいは各学校の SSWrに対
する要支援児童・生徒の選定における基準の明確化が求められる。判断基準として，対象児童・
生徒の「状態」の視点では「自傷他害の危険性の有無」は明確であるが，「時間」の視点におい
ては「不登校」の場合，「早期介入」の方が優先されるべきか，「学年が上」（中学・高等学校で
表 1　SSWrによる直接援助のデメリットとメリット
【デメリット】
①　ケースに介入することにより，一人の SSWrの時間と労力がそれに割かれることで，扱えるケー
スが少なくなる。
②　アウトリーチそのものが持つ当該児童・生徒への侵襲性の問題。
③　SSWrが犯罪や事故，あるいはセクハラ等の訴訟問題に巻き込まれる危険性があること。
④　本来支援を担うべき支援者（教師やその他の専門職）の代理行為として本来の支援者をパワー
レス状態にしてしまう危険性があること。
【メリット】
①　当該児童・生徒と支援者（教師やその他の専門職）との関係性が破綻している状況下において，
適当な支援の担い手がいない場合の支援者の役割（直接援助者としての役割遂行）。
②　教育委員会に所属しているという SSWrの立場から，当該児童・生徒が通う学校や家庭・地域
において中立的な立場から児童・生徒に寄り添う視点で「児童・生徒の最善の利益」を優先し
た「支援の見立て」が可能。
③　SSWrの支援者としての基礎となる福祉的専門性や相談援助技術を活用することができる。
④　当該児童・生徒と対学校，対保護者との関係性が希薄化あるいは破綻している状況において，
双方への直接的働きかけによって関係を繋ぐ役割を担うことができる。
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は受験・就職等が迫る 3年生）の方が優先されるべきかは，SSWrの置かれている状況や支援方
針によって意見が分かれるところであろう。
「学校組織」の視点からいえば，「非行」においては学内の風紀の低下や他の生徒への影響を防
ぐために犯罪行為や逸脱行動，特に警察沙汰になりマスコミが大きく報道するような事件の防止
が優先されがちである。学校から支援を要請されても状況を判断し SSWrの判断により担当を後
まわしにするケースがあるとすれば，「何を基準として判断するか」等の「経験知による見立て」
は，SSWr間で体系化され共有されなければならない。ネグレクトによる虐待のケースでは，保
護者と子どもを即分離させるべきか，分離後の双方の影響を考え，別な有効な方法を模索すべき
か，結論を出せないまま時間が流れ支援が停滞しているケースもある。熟練した石工は石を見た
だけで “石の目”を読み，何処にタガネを打ち込めば石が割れるのかを経験的に知っている。
SSWにおいても，問題の性質・特性を見極め，実行可能かつ有効な支援とそれに伴う展開の予
測が求められる。
担当する学区において，問題を抱える児童・生徒は何処にいるのか，その中で優先して支援す
べきは誰なのか，学校側が選定し，SSWrに支援を要請する「困難ケース」の優先度は妥当なのか，
すべての児童・生徒がその状態に応じて公平に学習権が保障され，適切な支援が受けられるよう，
今後 SSW実践を重ねながら明確な基準が設けられなければならない。
SSWrによる支援者へのエンパワメントや間接的支援を展開するための時間的余裕がない場合，
緊急介入として，いずれ，しかるべき支援者に引き継ぐことを前提に SSWrが先行的に支援を担
うことも必要となる。
②　アウトリーチを実施するにあたっての判断基準の確立
SSWrの個人特性（性別等）と対象者の特性（性別や抱えている問題の特性），あるいは問題
を抱える児童・生徒に関わる支援者の状況，当該児童・生徒の置かれている状況に応じて，アウ
トリーチの実施の可否について判断するための基準を設置する必要がある。チェック項目等の具
体的な判断基準を設けることで，支援対象の置かれている状況や支援体制に応じた実施の判断が
可能となる。これらの指標により不適切なアウトリーチの回避やリスクの低減が期待される。ま
た，SSWを実施する都道府県の業務指針にアウトリーチの実施が明記されていることも必要で
あろう。筆者が提案する有効なアウトリーチの実施のための判断基準を表 2 「SSWにおけるアウ
トリーチ実施の判断基準」に示す。
③　保険体制の充実化
社会福祉士や精神保健福祉士の有資格者については，公益財団法人である協会が設置する対物
対人賠償責任に対応した保険があるが，これらの団体に所属していない SSWrは配属先の教育委
員会で指定される SSWr本人の事故や怪我にのみ対応した保険に加入しているのが現状である。
ソーシャルワークの先進国であるアメリカにあるような現任者が安心して活動できるような保険
による支援体制の構築が喫緊の課題である。
75スクールソーシャルワーク実践におけるアウトリーチに関する研究
④　既存の支援体制の活用
保健師や児童相談所や教師等，必要に応じ教師や他の支援者との同行訪問や専門機関への訪問
の依頼等による実施を可能とするため，普段から関係機関における専門職との連携体制の構築さ
れている必要がある。リスク回避のため，同行訪問についても必要に応じて検討されるべきであ
ろう。
4.　ま　　と　　め
非行・不良行為の問題を抱える生徒への学習支援事例から，SSWrによる専門的援助者として
の直接援助の必要性と有効性について考察を試みた。
SSWrは，問題を抱える児童・生徒にとって，問題が常態化し膠着した状況を打開すべく派遣
される「救世主」ではない。問題を解決するのは，児童・生徒本人であり，保護者や日々実直に
教育・支援に関わる教師や関係機関の専門職あるいは地域住民達であり，彼らが学校ソーシャル
ワークという舞台の「出演者」となる。SSWrは常に強くこのことを肝に銘じ支援にあたらなけ
ればならず，支援の連携において支援関係者に伝えるべきは，SSWrが「黒子（くろこ）」とし
て支援の「裏方役」に徹する存在であるということである。
それでもなお，児童・生徒が置かれている状況によっては，SSWrは支援者のエンパワメント
を図りながら，必要に応じソーシャルワーカーとしての専門性を活かして積極的に安全かつ有効
なアウトリーチが実施されることが期待され，実施に際しての検討事項について述べた。
SSWrが問題を抱える児童・生徒の学校教育現場や生活現場において目の当たりにするのは，
複雑かつ多様化する問題の困難性と問題の改善を目指し，それぞれの立場から真摯に業務に取り
組む，教師ならびに保健師等の学校・関係機関の専門職の姿であった。今後も SSWrは彼らの一
助となるべく「子どもの最善の利益」の擁護を目指し，援助技術の研鑽と経験を積み重ね，果敢
に試行錯誤を繰り返しながら，SSW業務の標準化ならびに技術向上に取り組まなければならな
い。
表 2　SSWにおけるアウトリーチ実施の判断基準
①　SSWr以外に当座，問題を抱える児童・生徒にとって有効な介入の担い手がいない。
②　SSWrの特性，対象者の特性，支援の状況から SSWrによる介入によるリスクが少ないと判断さ
れる。
③　ケース会議等において SSWrによるアウトリーチの実施について合意が得られている。
④　教育委員会および学校長の了承を得ている。
⑤　アウトリーチの実施について支援対象者および保護者から予め了承を得ている。
⑥　アウトリーチによる支援対象者への侵襲性のリスクが少ない。
⑦　SSW活用事業の業務内容にアウトリーチの実施について明記されている。
⑧　アウトリーチのリスクに対応した保険に SSWrが加入している。
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支援対象のプライバシー保護の観点から具体的名称の記載を避けるが，学習支援の場で共に活
動した生徒達，保護者の方々，地元大学の学生ボランティアの方々，配属先教育委員会の教育長
様，教育総務課の方々，自立支援相談員の方々，支援対象生徒が所属した中学校の校長先生をは
じめ教員の皆様に対し感謝の意を表したい。また，SSWのスーパーバイザーとしてご指導をい
ただいている阿部正孝教授ならびに県教育委員会，また SSWの活動機会を与えていただき研究
活動のご指導をいただいている寺下明通信教育部部長，および通信教育事務部課員の皆様に対し
心から御礼申し上げたい。
注
 1） 筆者自身の SSWの実践に基づく知見のほか，筆者の所属する SSWrのスキルアップを目的と
した研修の場において，実施の是否が問題となっている。
 2） 本法で定める支援は，修学支援というよりも “ひきこもり”や “ニート”に対する社会適応，就
労支援の色合いが濃く，SSWrの家庭訪問の法的根拠とするには弱い印象がある。
 3） 被援助者を元気にすること，既有の力を引き出すこと。
 4） アウトリーチとは「接近困難な人に対して，要請がない場合でもワーカーの方から積極的に出
向いていく援助のこと。生活上の問題や困難を有しているものの，福祉サービスの利用を拒ん
だり，ワーカーに対して攻撃的，逃避的な行動を示す人に対して積極的に働きかけることを指
す。アグレッシブ・ケースワークの具体的方法であり，ワーカーの側に積極的な態度が求めら
れる。」（山縣文治，柏女ら : 2013）と定義されており，「積極的接近法（positive approach）」
とも呼ばれるソーシャルワークの一援助手法である。
 5） 不良行為少年とは，少年警察活動規則第 2条に規定する，非行少年には該当しないが，飲酒，
喫煙，深夜はいかいその他自己又は他人の徳性を害する行為（「不良行為」）をしている少年を
いう。
 6） SSWrの配属先市町村での活動形態は，① 配置校型（特定の学校に配置され，そこの学校組織
のメンバーとして深く学校組織の活動に関わることが可能），② 拠点校型（特定の学校を拠点
として，他校の相談に応じるスタイル），③ 派遣型（直接の指揮監督者は市町村教育委員会に
あることが多く，教育委員会に配置され派遣要請のある学校や教育委員会が必要と考える学校
へ派遣され個別ケースに対応。担当するケースは問題が常態化・膠着化している困難ケースが
中心），④ 教育委員会のサポートチームのメンバーとしての配置（学校運営や組織改善に取り
組むもので，この形態による活動は比較的少ない）がある。
 7） 父権主義ともいう。良かれと思い高圧的に指示する関わり方。被援助者の主体性を奪い従うだ
けの存在にしてしまう弊害がある。
 8） ここではソーシャルインクルージョンという「全ての人々を孤独や孤立，排除や摩擦から援護
し，健康で文化的な生活の実現につなげるよう，社会の構成員として包み支え合う」という理
念を学校場面に置き換え「学校的包摂」として用いる。障害を有する児童・生徒が普通学級で
他の児童・生徒と一緒に学ぶ「インクルーシブ教育」における “障害”を “様々な特性”に広げ
た概念。
 9） ドミナントストーリー（dominant story）とは過去の経験に基づくその人をネガティブに支配
している「優勢」な物語のこと。
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10） オルタナティブストーリー（alternative story）とは，過去の経験に対して新たな解釈により上
書きされた「代わり」の肯定的物語をいう。
11） 近年急速に普及した携帯電話による ITによるネットワーク環境が挙げられる。特に中学校生
徒においては，校則等により学校内での使用は禁止されているが，多くの生徒が携帯電話を所
持し，頻繁にコミュニケーションを取っているのが実情である。当該生徒や保護者との関係性
構築のためのツールとして，携帯電話や Eメール等の活用は，様々な外部からの刺激により状
況や状態が変化する多感な児童・生徒にとって無視できない。近年社会問題となっているネッ
ト・ゲームへの依存や SNN（ソーシャルネットワークサービス）による “いじめ”や不特定多
数との交流による犯罪被害等が問題となっている。こうした情報ネットワークへの介入も今後
SSWrが扱う問題となる。なお ITを用いた支援については，バウンダリー（支援者と被支援者
との関係性における境界線）の観点から，被支援者との面接を時間・場所を指定して実施する
方法のみを用いるか，これとは別に支援者個人の携帯電話やメールアドレスを開示し常に連絡
を取れる状態にする方法を用いるか，あるいは支援用の連絡先を用意するかのいずれを選択す
るかについては SSWrの支援方針や姿勢に関わる問題として慎重に検討されなければならない。
12） トリアージとは，一般には災害医療において，負傷者等の患者が同時発生的に多数発生した場
合に医療体制・設備を考慮しつつ傷病者の重症度と緊急度によって分別し，治療や搬送先の順
位を決定すること。助かる見込みのない患者あるいは軽傷の患者よりも処置を施すことで命を
救える患者に対する処置を優先するというもの。
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